
　２　創業支援と雇用の創出など地域経済の活性化に寄与する施策

　　（１）創業支援、企業誘致など雇用創出に寄与する施策

事　業　名　等 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

障 害 者 ・ 高 年 齢者
雇用奨励金交付事業

30,063

障害者・高年齢者が、その能力に適する職業に就くことを
促進するとともに、市内の中小企業事業主が雇用の場を
提供することを奨励し、雇用の安定を図るため雇用奨励金
を交付する。

商工労政課

・障害者雇用奨励金　  月額17,000円を２年間交付
・高年齢者雇用奨励金　月額11,000円を２年間交付

若 年 者 緊 急 雇 用
奨 励 金 交 付 事 業

新規学卒者等を対象とした国のトライアル雇用事業を活用
し、若年者を本雇用した事業主に対して雇用奨励金を交
付し、雇用の促進を図る。

商工労政課

・若年者緊急雇用奨励金　月額10,000円を６月間交付

就 業 促 進 事 業   5,500

求職者等への就職情報の提供や合同就職面接会の開催
により、就業の促進を図る。
①就職情報の提供　　1,500千円
　就職先選定の参考となるよう、富山市ホームページ内に
企業情報コーナーを設け、求職者等への情報提供を行
う。

商工労政課

②合同就職面接会の開催　　1,000千円
　求職者と求人企業を一堂に会して、雇用機会の場を提
供する「合同就職面接会」を富山公共職業安定所と連携し
て開催する。

③高年齢者職業相談室の充実　3,000千円
　市から、相談員１名分の人的支援を行い、相談室の充実
を図るとともに、ハローワークインターネット情報の提供によ
り、より一層の雇用の促進を図る。

雇 用 開 発 推 進 員
設 置 事 業

5,267

雇用開発推進員を設置し、事業所を訪問して雇用に関す
る支援制度の周知と求人の掘り起こしを行い、雇用の促進
を図る。
・委託先　（社）富山市シルバー人材センター

商工労政課

職 業 能 力 開 発
支 援 事 業

19,080

ＩＴ化対応のパソコン講習等を実施する。
①パソコン操作習得講習　　　18,000千円
  求職者を対象にパソコンの実践的技能と関連知識の
講習を行う。
・総定員　760人（20人×38講座）
・受講料　無料

富山地域職
業訓練セン
ター

②（新規事業）ＩＴ学習支援推進事業　 1,080千円
　地域の求職者、在職者等を対象に、自学自習の機会を
提供するとともに学習支援推進員を配置する。
・目標利用数　2,000人（年間）
・利用料　無料

新 規 就 農 者 支 援 5,000 ・新規就農資金貸付金           ５，０００千円 農政振興課

事　業

  3,623



事　業　名　等 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

（ 新 規 事 業 ）
大 型 空 き 店 舗
対 策 事 業

 12,167

　ＣiＣビル４階の空き店舗で、テナントミックス事業を行う者
に対し、その賃借料や改装費を助成し、中心市街地の活
性化とにぎわいづくりを図る。

商工労政課

インキュベータ・ショッ
プ 運 営 事 業   5,380

㈱まちづくりとやま（ＴＭＯ）のインキュベータ・ショップ（創
業支援店舗）運営事業を支援し、若者ばかりでなくシニア
層も含めた各層の創業者を育成して街に定着させることに
より、空き店舗の減少と各年代層の来街者を増加させて中
心市街地の活性化を図る。

中心市街地
活性化推進
室

・店舗名

  (1)フリーク・ポケット（若者対象）
　　設置場所　中央通り商店街(平成９年７月５日開店）

　(2)まちなか西遊房(シニア対象）
　　設置場所　西町商店街（平成１３年３月18日開店）

( 新 規 事 業 )
ワ ゴ ン シ ョ ッ プ
実 験 事 業

  1,600
（株）まちづくりとやまが中心市街地で行うワゴンショップ実
験事業を支援し、街の賑わいの効果を把握する。

中心市街地
活性化推進
室

 ・開催場所 :中心市街地（ｱｰｹｰﾄﾞ・歩道・公園等）
 ・内　 容　:ﾜｺﾞﾝ3台
            原則として週6日（10時～18時）の販売
 ・事業効果:中心商店街での賑わいの創出効果
           :新規創業者の育成効果
             （新しい形のチャレンジショップ）

企業誘致活動を強力かつ効果的に推進するため､企業の
的確な情報や各分野からの幅広い情報の収集及び企業
団地のＰＲを行う。

企業誘致対策事業
平成15年度は、分譲成功報酬制度の創設や、ＪＲ特急電
車への額面広告の掲載、経済雑誌への広告を1ページか
ら2ページに増やすなど、企業誘致の強化を図る。

企 業 立 地
推 進 室

※分譲成功報酬制度の導入

　分譲価格の２％、限度額30,000千円

[金屋企業団地造成事業」

　・開発総面積　  254,463.56㎡

　 うち分譲面積　　195,758.98 ㎡

　・分譲開始　平成10年10月

（平成１5年度事業内容）

工業団地造成事業 49,922 　・埋蔵文化財出土品整理委託料　　15,000千円 企 業 立 地

（工業団地造成事業 　・緑地未分譲地除草委託料　　 11,300千円 推 進 室

特別会計） 　・調整池浚渫　  　　　3,000千円

　・給水・汚水桝設置工事　　750千円

[呉羽南部地区開発事業]

（平成１5年度事業内容）

   ・供給方式の調査委託　　　4,000千円

 22,000



事　業　名　等 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

創 業 等 支 援 事 業
    450

・創業者支援資金の融資申込者の事業計画・資金計画等
について、専門家による経営指導を実施することにより、制
度運営の円滑化及び、創業者の指導強化を図る。
・経営安定資金の申込者が償還期間を延長して利用する
際に、中小企業者への経営指導を実施する。

商工労政課

・ベンチャー企業等の技術・新製品開発活動の取り 組み
を活発にさせ、商品化を成功に導くため、新製品を展示会
などに出品する企業を支援する。

商工労政課

・ベンチャー企業等新商品市場創出促進助成金
・助成率　１/2
・限度額：平成１５年度からは限度額を
　　　　　　　２０万円→３０万円に引き上げる

新 産 業 支 援 基 盤
実施計画策定事業

 
10,437

医薬・バイオやＩＴなど新しい成長産業の育成により、産
業・経済の発展と活性化を図るための「ハイテク都市基本
構想」を14年度に策定したが、その中核となる新たな産業
支援基盤の実施計画を策定する。

商工労政課

・実施計画策定業務委託料　6,000千円

・新産業支援基盤施設需要調査委託料　3,937千円

・実施計画策定事務費　　　　500千円

（ 新 規 事 業 ）

市産業活性化のため、県や関係機関と連携し、バイオテク
ノロジー関連の研究会・セミナーを開催しバイオ産業の育
成に取り組む。

商工労政課

バイオ産業育成事業 ・セミナー　平成１５年１０月頃開催予定
・研究会　　２回開催予定

工場等の新・増設経費などの一部を助成し、企業立地の
促進と雇用の拡大を図る。

・エコタウン進出企業等５社に対する助成

※平成15年度から雇用創出企業立地助成金を新設
　　工場等の新増設に際する１０人以上の新規雇用に
　　対し、１名あたり５０万円を助成する。
　　○限度額１億円。
　　○製造業、ソフトウェア業、情報処理サービス業、
　　　情報提供サービス業などが対象。
　　○県要綱の適用を受けているもの

勤 労 者 総 合 福 祉
セ ン タ ー 事 業 323,662

勤労者福祉の充実と勤労意欲の向上を図り、雇用の促進
と職業の安定に資するために設置された、（財）富山勤労
総合福祉センター（とやま自遊館）の運営の支援を行う。

商工労政課

・建設資金元利償還金補助金     98,805千円
・運営費補助金　　　      　 　18,863千円

・貸付金　                    205,994千円

・債務負担行為
　　・勤労者福祉施設（呉羽ハイツ、とやま自遊館）
　　　取得費等元利償還金補助金
　　・期間…平成16年度～平成25年度
　　・限度額…65,000千円以内

商工労政課
 
367,685

 
  1,180

ベ ン チ ャ ー企業等
支 援 事 業

 
  3,000

工場奨励措置事業



事　業　名　等 予算額 　　　　概　　　　　　　　　　　　要 　所　管

中小企業経営相談員
設 置 事 業   2,857

　中小企業経営相談員を配置した経営相談窓口を設置す
ることにより、中小企業者等の経営全般に関する相談に、
幅広く対応する。
・委託先 　 富山商工会議所

商工労政課

535,131 　＊運転資金の融資限度額の引き上げ（平成15年4月～）
　　　　　　　　：１，０００万円→１，２５０万円
　＊融資利率を一律年０．２％引き下げ（平成15年3月～）

（ 新 規 事 業 ）
緊急経営基盤安定
資 金 貸 付 事 業

588,200

　長引く景気の停滞により売上が減少し、経営の健全化を
必要とする中小企業者の返済負担を軽減し、経営基盤の
安定に資するため、借り換えによる資金の融資あっせんを
行うとともに、その保証料の全額を助成する。
＊平成１４年１１月に創設。

商工労政課

　環境にやさしい循環型のまちを目指し、省資源・省

エコタウン推進事業 67,990 エネルギー・リサイクルなどによる資源循環型社会を 環境政策課

築くため、「富山市エコタウンプラン」を推進すると

ともに、地域新エネルギービジョンを策定する。

　　（２）交流人口増加に資する事業（第１－１－（２）に掲載）

商工労政課

　中小企業者の事業資金調達の円滑化を図るため、金融
機関に対して融資のあっせんを行うとともに、その借入金
に係る利子の一部及び保証料の全額について助成する。商工業振興条例に

基 づ く 貸 付 事 業
7,


